《よくある質問》


１　自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定（更新）申請・変更届につい　
　て
(1)　申請書様式・添付書類
　　Ｑ：　申請書などの様式は、どこで入手できますか？　また、どのような添付
書類が必要ですか？
　　Ａ：　リンク元（前のページ）の「提出書類・様式一覧表」の《ワード版》を
ご覧いただき、必要な様式をダウンロードして下さい。
(2)　指定基準
　　Ｑ：　病院・診療所の主として担当する医師、薬局の管理薬剤師などの資格要
件、その他の指定基準はどこに定められていますか？
　　Ａ：　リンク元（前のページ）の「三重県指定自立支援医療機関（育成医療・
更生医療）指定要綱」の《別表１・２》をご覧下さい。
その他、「同要綱」の《本文》中の「１　指定基準」をご覧下さい。　
(3)　主として担当する医師・歯科医師の選出
　Ｑ：　指定申請書（病院・診療所）の「主として担当する医師・歯科医師」欄
に記載する医師は、どのような考え方で選出したらよいですか？
　Ａ：　主として担当する医師・歯科医師は、自立支援医療支給認定申請書に添
付する自立支援医療意見書を作成することになります。　
　いわゆる名誉職ではありませんので、実務を担当する医師・歯科医師の
中から適任者を選出して下さい。
(4)　各種変更
　Ｑ１：　主として担当する医師が人事異動で転勤します。どのような手続きが
必要ですか？
　　　Ａ：　「主として担当する医師・歯科医師の変更届」を提出して下さい。
　　　　　　審査の上、届出者に承認書を交付します。
Ｑ２：　薬局の管理薬剤師が退職します。どのような手続きが必要ですか？
　　　Ａ：　「管理薬剤師の変更届」を提出して下さい。
· 届の受理通知は行いません。必要があれば、届（写し１部）と切手を
貼付した返信用封筒を同封して下さい。届に受付印を押して返送します。
（以下、届について同じ）
　　Ｑ３：　開設者（法人）の名称、薬局の名称を変更します。どのような手続き
が必要ですか？
　　　Ａ：　「指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）指定申請書記載事項
変更届」を提出して下さい。
　　Ｑ４：　薬局を廃止（閉局）します。どのような手続きが必要ですか？
　　　Ａ：　「指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）業務休止・廃止・再
開届」を提出して下さい。

(5)　 指定申請書などの提出方法
Ｑ１：　申請書などは、三重県障害者相談支援センターに持参する必要があり　　
　　　ますか？
　　　Ａ：　持参、郵送どちらでも可能です。
　　Ｑ２：　保健医療コードの発行は新規開設時には申請期限後で、開設者変更時
には翌月となります。開設時からの指定はできませんか？
　　　Ａ：　提出期限までに前もって、電話等で相談してください。
(6)　指定の更新
　　Ｑ：　平成２０年４月１日付けでに自立支援医療機関の指定を受けました。更
新申請は必要ですか？
　　Ａ：　指定自立支援医療機関の指定は６年ごとに更新の指定を受けなければ、
その効力を失います（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する
ための法律第６０条第１項）。指定終了日の概ね３ヶ月から１ヶ月前まで
に、更新申請書を提出して下さい。

２　自立支援医療（育成医療・更生医療）の概要について　
　(1)　自立支援医療支給認定申請の窓口
　Ｑ：　自立支援医療（育成医療・更生医療）支給認定申請の窓口はどこですか？　
Ａ：　自立支援医療（育成医療・更生医療）支給認定申請は、申請者がお住
まいの市町の身体障がい者福祉担当課になります。
　　　　　※　市町は審査の上、自立支援医療受給者証、自己負担上限額管理票な
どを発行します。
(2)　自立支援医療受給者証
　　Ｑ１：　自立支援医療受給者証の「薬局」欄に記載されている薬局は、どのよ
うに決定されるのですか？
　　　Ａ：　三重県障害者相談支援センターは自立支援医療機関（育成医療・更生
医療）の指定を行うごとに、その名称、所在地などを市町などに通知し
ます。（その他三重県診療報酬支払基金、三重県国民健康保険団体連合
会、三重県子ども・福祉部障がい福祉課などに通知します。）
　申請者は、この通知などを参考に特定の薬局を選択します。
Ｑ２：　自立支援医療受給者証の「薬局」欄に記載されていない薬局は、自立
支援医療に係る調剤をすることができないのですか？
　　　Ａ：　自立支援医療に係る調剤は、自立支援医療受給者証の「薬局」欄に記
載された薬局（自立支援医療機関である薬局の中から個々の受給者が選
択した薬局）のみが行えることになっています。
　　　　　　受給者が指定自立支援医療機関である貴薬局での調剤を希望する場
合、自立支援医療受給者証を発行した市町に薬局を変更したい旨を申し出るよう案内して下さい。
(3)　自己負担上限額管理票
　　Ｑ：　自己負担上限額管理票とは何ですか？　記入上の注意事項はどのような
ものですか？
　　Ａ：　自立支援医療費の自己負担額は原則10％ですが、この10％の範囲内で
所得水準に応じて一月当たりの負担に上限額が設定されています。この上
限額は、自立支援医療機関の指定を受けた病院・診療所、薬局、訪問看護
事業所での自己負担額を合算したものです。
自己負担額の徴収時には、受給者が提示した自己負担上限額管理票に日
付け、医療機関名、自己負担額、月間自己負担額累積額を記入し、徴収印
（医療機関名のわかるもの）を押して下さい。
　　　　　同一月内に自己負担上限額を超えた時点で、自立支援医療機関は超過額
について徴収を打ち切るとともに、自己負担上限額管理票の所定欄（「以
下のとおり月額自己負担上限額に達しました」の下の欄）に、日付け、医
療機関名を記入し、確認印を押して下さい。
(4)　証明書等の交付　
　　Ｑ：　自立支援医療医師意見書の交付は有料ですか、無料ですか？
　　Ａ：　受給者が自立支援医療の更新等のために医師意見書の交付を求めた場合
は、無料で交付しなければなりません。
詳しくはリンク元（前のページ）の《自立支援医療機関（育成医療・更
　　　　生医療）療養担当規程》の第６条をご覧下さい。
(5)　帳簿の保存期間
Ｑ：　自立支援医療の帳簿の保存期間は何年ですか？
　　Ａ：　診療及び診療報酬の請求に関する帳簿及びその他の物件をその完結の日
から5年間保存しなければなりません。
　　　　　詳しくはリンク元（前のページ）の《自立支援医療機関（育成医療・更
生医療）療養担当規程》の第8条をご覧下さい。
